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不確実な要素（COVID-19）

① 潜在的な感染者数（例：国内の抗体調査0.6％ー6％、感染者数は多い？、偽陽性の問題）

② 真の致死率（例：国内の死者数の少なさ、感染者数は少ない？）

③ 抗体の継続期間

④ BCG仮説やウイルス型による毒性等の論争（自然免疫や人種を含む）

⑤ ワクチンや治療薬等の医薬品、新たな治療法の確立

⑥ 時間の経過でウイルスは自然消滅するか否か（例：理由は不明だが、ここまま消滅）

⑦ そもそもウイルスを100％封じ込めることは可能か否か（例：感染の再拡大はないか？）

等々

→ 私の専門外（感染症学者や疫学者などの仕事）
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人口100万人当たりの累積死亡者数
（2020年5月23日時点）

（出所）https://www.worldometers.info/coronavirus/
3
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武漢市
人口 約1100万人
死亡者数 3869人（4月18日CNN報道）

ブラジル
人口100万人当たり死亡者数＝104人

https://www.worldometers.info/coronavirus/




GDPの中長期的な推移

（出所）http://www.ggdc.net/maddison/maddison-project/home.htm
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BARRO(1979)の「課税平準化の理論」

• 第1次補正予算や第2次補正予算で、現金給付などを行ったが、発行した国債の償却方法を検討す
る必要。

• 今回のコロナウイルスの問題が終息して経済活動が正常化してから、国債発行で賄った財源を長
期間（例：10年間や20年間）かつ税率の低い追加課税で償還する方法が考えられる。その際、税制

改正が必要になるが、所得の高低などに応じて追加課税を行えば、所得再分配的な効果をもつは
ず。

• 東日本大震災でも、震災の復旧・復興財源を調達するため、政府は「復興債」という国債を発行して
おり、所得税の2.1％上乗せ（25年間）や個人住民税の年1000円上乗せ（10年間）等で財源を確保
している。また、1923年9月の関東大震災後でも、復興債を発行している。

• これはBarro(1979)の「課税平準化の理論」に従うものだが、政府は危機時での保険的な機能（＝

コストの時間分散機能）も持ち、民間では負担できないコストを均すことができるのは政府しかいな
い。
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平時の備え＝財政再建
（ドーマーの命題）

• 財政赤字（対GDP）をｑ、名目GDP成長率をｎと
すると、以下が成り立つ。

債務残高（対GDP）の収束値＝ｑ / ｎ

• 例えば、名目GDP成長率（ｎ）が0.7％程度で、
財政赤字のGDP比（ｑ）が2.3％超の場合、債務
残高（対GDP）の収束値は300％超（ｑ/ｎ＝3超）
となってしまう。

• この原因は財政赤字の大きさにあり、もし名目
GDP成長率が1％程度で、債務残高（対GDP）
の収束値を現在と同水準の200％程度に留める
ならば、PB均衡の目標では甘く、財政赤字（対
GDP）は2％程度まで抑制する必要
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日本語訳を作成して公開してはどうか
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デジタル政府の本当のコアは
「プッシュ型・行政サービス」（１）

• デジタル政府の本当のコアは「プッシュ型・行政サービス」であり、社会保障の分野などと最も関係が深い。
マイナポータルを利用すれば、行政がその利用者にとって最も適切なタイミングに必要な行政サービスの情
報を個別に通知することができるが、プッシュ型・行政サービスとは、このような方法で行政側から能動的に
提供するサービスをいう。

• 従来型の行政は「プル型」で、国民が行政側に相談や申請をしてはじめて、行政手続き等がスタートする仕
組みであり、行政手続き等のアプローチの起点が国民側にあるが、「プッシュ型」は「プル型」の逆の仕組み
でアプローチの起点が行政側にある。

• もっとも、それを可能にするためには、利用者である国民に、マイナポータルに必要な情報を事前に登録し
てもらう必要がある。その際、プッシュ型の情報提供や給付を行うためには、銀行口座を含む個人情報とマ
イナンバーを紐付けする必要もあり、それら登録を義務付ける検討も必要だろう。

• 現状では、制度改正したために受けられる給付や減税を気づかずにいるケースも多いが、利用者の年収や
年齢、家族構成や配偶者の年収、振込み先の銀行口座などを事前に登録しておけば、年収や年齢を条件
とする手当が制度改正で新設された場合、給付額の通知や銀行口座への振込みなどをスムーズに行うこと
ができ、社会保障関係の給付や税制上の還付を含め、申請漏れで本来は受給可能な手当を受給し損ねる
事態も回避できる。このため、登録しなければ給付しない検討も必要。
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デジタル政府の本当のコアは
「プッシュ型・行政サービス」（２）

• これは、デジタル政府がセーフティネットとしても機能することを意味するが、今

回の新型コロナウイルス感染拡大の対策でも利用できる。例えば、オーストラリ

アでは、専用サイト「Affected by coronavirus (COVID-19)」から申請し、

「myGov account」等を利用することで現金給付を受け取ることができる。

• マイナンバー情報と現金給付などを紐づけるには、法改正も必要。現在のところ、

マイナンバー法（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律）では、個人情報保護の観点から、生活保護などの場合を除き、

マイナンバーをその内容に含む個人情報を現金給付などに活用することは認め

られていない（同法19条）。

• しかしながら、今回の緊急事態のほか、震災などでも迅速な給付が必要となる

ケースも多いはずであり、マイナンバーの活用が必要となる事例を再検討し、何

らかの法改正を行うことも望まれる。
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再分配がアメリカ並みの日本
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改革の優先順位（『日本経済の再構築』第5章）
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